
52 持続可能な循環資源活用総合対策
【１６７（２３１）百万円】

対策のポイント
持続可能な循環資源の活用を図るため、バイオマスや再生可能エネルギー

の活用等を推進するとともに、食品産業における食品ロス削減などに向けた

取組を支援します。

＜背景／課題＞

・持続可能な社会を構築していくためには、経済、社会及び環境の三側面を不可分なも

のとして統合的取組により課題解決していく必要があり、国連では世界的な課題解決

のため、「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が作成されています。

・化石資源など資源を多く輸入している我が国においては、国内に存在する循環資源に

ついて、持続的かつ効率的な利用を図っていく必要があることから、有用な活用方法

の確立と利用に係る無駄の削減を図ることが重要です。

政策目標
○６次産業化の市場規模の拡大

（5.5兆円（平成27年度）→10兆円（平成32年度））

○６次産業化のうち、バイオマス・再生可能エネルギー分野における市場規

模の拡大

（0.3兆円（平成27年度）→0.9兆円（平成32年度））

○食品廃棄物等の再生利用等実施率の目標達成

（食品製造業95％、食品卸売業70％、食品小売業55％、外食産業50％）

＜主な内容＞

１．循環資源活用対策事業

（１）循環資源活用支援事業

農山漁村における地域資源のマテリアル利用やエネルギー利用について、全国

的な普及・推進活動と併せて、自治体や農林漁業者団体等を対象に、事業計画策

定のサポートや専門家の現地指導等を行います。

また、メタン発酵消化液等の肥料利用を促進するため、協議会の設立・運営や

肥効分析、現地圃場での実証等を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

（２）循環資源活用状況調査委託事業

食品リサイクル法や容器包装リサイクル法の円滑な執行に必要な調査やデータ

ベースの整備、大規模スポーツ大会等のイベントでの食品ロス削減・食品リサイ

クル手法の検証を実施します。

委託費

委託先：民間団体等

［平成30年度予算の概要］



［平成30年度予算の概要］

２．食品産業環境対策事業

（１）食品ロス削減国民運動の展開事業

個別企業等では解決が困難な商慣習の見直しに向けたフードチェーン全体の取

組や、設立初期のフードバンク活動団体等の人材育成等の取組や青果物等生鮮食

品の取扱量の拡大に向けた取組を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

＜各省との連携＞

○ ５府省（消費者庁、文部科学省、農林水産省、経済産業省、環境省）

・「食品ロス削減関係省庁等連絡会議」を構成する５府省が連携し、官民をあげ

て食品ロス削減国民運動（NO-FOODLOSS PROJECT）を展開

（２）食品産業の地球温暖化・省エネルギー対策促進

取組が遅れている中小事業者の自主的な取り組みを促進するために、エネルギ

ー等の使用状況等を測定・分析し、数値指標を基に改善に向けた具体的な助言等

を行う取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：

食料産業局バイオマス循環資源課 （０３－６７３８－６４７７）



持続可能な循環資源活用総合対策
【平成３０年度予算概算決定額 １６７（２３１）百万円】

持続可能な循環資源の活用を図るため、バイオマスや再生可能エネルギーの活用
等を推進するとともに、食品産業における食品ロス削減などに向けた取組を支援。

持 続 可 能 な 循 環 資 源 の 活 用

（１）循環資源活用支援事業

農山漁村における地域資源のマテリアル利用や
エネルギー利用について、全国的な普及・推進活
動と併せて、自治体や農林漁業者団体等を対象に、
事業計画策定のサポートや専門家の現地指導、メ
タン発酵消化液等の肥料利用のための地域の取組
への支援等を行います。

① 地域循環資源活用に向けた計画策定支援
地域循環資源を活用して農山漁村における

課題を解決しようとする取組について、専門
家が現場に赴き、事業計画策定のためのアド
バイスやフォローアップ、メーカー等との
マッチングを行います。

② 専門家による相談窓口の設置

相談窓口を設置し、地域循環資源のマ
テリアル・エネルギー利用に向けた検討
等を行う地域で課題が発生し取組が進ま
ない等の状況に対し、専門家が課題解決
に向けたアドバイスを行います。

③ 全国的な推進・情報提供支援
地域循環資源活用の取組の全国展開のた

め、コスト削減や収益増、地域活性化が図
られた先進的事例等の情報発信・普及、バ
イオマス産業都市選定地域で構成される連
絡協議会の体制整備等を行います。

（２）循環資源活用状況調査委託事業

食品リサイクル法や容器包装リサイクル法の円
滑な執行に必要な調査やデータベースの整備、大
規模スポーツ大会等のイベントでの食品ロス削
減・食品リサイクル手法の検証を実施します。

④ メタン発酵消化液等の肥料利用の促進

メタン発酵消化液等の肥料利用を促進
するため、協議会の設立・運営や肥効分
析、現地圃場での実証等を支援します。

② サプライチェーン上の商慣習の見直し事業

食品製造業・食品卸売業・食品小売業等による商慣習の
見直し（納品期限の緩和、賞味期限の年月表示化等）に取
り組む企業を拡大するための検討、調査研究等の取組を支
援します。
※ 賞味期間６ヶ月の例

① フードバンク活動の推進事業

フードバンク活動を通じた食品ロスの削
減推進のため、設立初期のフードバンク活
動団体等の人材育成等の取組や青果物等生
鮮食品の取扱量の拡大に向けた取組を支援
します。

農業資材費の低減、エネルギーの地産地消、
地域産業の創出

環境負荷低減、食品産業の体質強化

１．循環資源活用対策事業

（１）食品ロス削減国民運動の展開事業

個別企業等では解決が困難な商慣習の見直しに
向けたフードチェーン全体の取組や、設立初期の
フードバンク活動団体等の人材育成等の取組や青
果物等生鮮食品の取扱量の拡大に向けた取組を支
援します。

２．食品産業環境対策事業

２ヶ月

製造日 納品期限

メーカー 小 売

3ヶ月

ロス削減

現 行

納品期限

緩和後

ロス発生

卸 売

販売期限 賞味期限

ロス発生

販売期限については、
各小売において設定

値引き、廃棄

２ヶ月 ２ヶ月

年月日
表示

賞味期限

2018.02.17

年月

表示

賞味期限

2018.01

（２）食品産業の地球温暖化・省エネルギー
対策促進

取組が遅れている中小事業者の自主的な取り組
みを促進するために、エネルギー等の使用状況等
を測定・分析し、数値指標を基に改善に向けた具
体的な助言等を行う取組を支援します。
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